
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 中 間 財 務 諸 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 本 放 送 協 会 
 



 

 

 

 

目         次 
 

 

 

 

 

 

 中 間 財 産 目 録  ････････････････････････････････････････････････  １ 

 

 

 

 中 間 貸 借 対 照 表  ････････････････････････････････････････････････  ３ 

 

 

 

 中 間 損 益 計 算 書  ････････････････････････････････････････････････  ９ 

 

 

 

 中 間 資 本 等 変 動 計 算 書  ････････････････････････････････････････････････ １３ 

 

 

 

 中間キャッシュ・フロー計算書 ････････････････････････････････････････････････ １４ 

 

 

 

 中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、  

中間資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー 

     計算書に関する説明書   ････････････････････････････････････････････････ １５ 

 

 

 

 

 
（注）金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

目         次 
 

 

 

 

 

 

 中 間 財 産 目 録  ････････････････････････････････････････････････  １ 

 

 

 

 中 間 貸 借 対 照 表  ････････････････････････････････････････････････  ３ 

 

 

 

 中 間 損 益 計 算 書  ････････････････････････････････････････････････  ９ 

 

 

 

 中 間 資 本 等 変 動 計 算 書  ････････････････････････････････････････････････ １３ 

 

 

 

 中間キャッシュ・フロー計算書 ････････････････････････････････････････････････ １４ 

 

 

 

 中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、  

中間資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー 

     計算書に関する説明書   ････････････････････････････････････････････････ １５ 

 

 

 

 

 
（注）金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 -
 

 
 

 

科  目 
内         訳 

合  計 
摘        要 金  額 

   千円 千円 
出資その他の資産    124,364,252 

長期保有有価証券    83,632,412 
  国債 4,495,903  
  政府保証債 5,694,574  
  非政府保証債 8,042,427  

  地方債 4,899,519  
  事業債 60,499,987  

出 資    10,775,932 
 関 係 会 社 出 資 ㈱ＮＨＫエンタープライズほか 10,322,032  
 そ の 他 の 出 資 ㈱海外通信・放送・郵便事業支援機構ほか 453,900  

長期前払費用  放送所敷地賃借料ほか  99,744 
前払年金費用    26,443,611 
その他の出資その他の資産    3,412,551 

 差 入 保 証 金 賃借保証金ほか 3,118,971  
 そ の 他 の 資 産 建設協力金ほか 293,580  

特 定 資 産      170,756,635 
建設積立資産  建設資金積立金  170,756,635 

  国債 200,000  
  政府保証債 11,400,000  
  非政府保証債 71,056,635  
  地方債 12,300,000  
  事業債 75,800,000  

     

資 産 合 計    1,155,717,614 

     
（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債      233,771,770 

未 払 金  番組制作経費、設備整備経費ほか  43,613,608 
未 払 費 用    27,004,038 

 契 約 収 納 事 務 費  4,709,011  
 その他の未払費用 電力料、回線料ほか 22,295,026  

未払消費税等    6,709,978 
受信料前受金  翌期以降に属する受信料の収納額  153,614,292 
短期リース債務    837,010 
その他の流動負債    1,992,842 

 前 受 収 益 施設利用料ほか 48,389  
 預 り 金 社会保険料ほか 1,944,394  
 その他の流動負債 仮受金 58  

固 定 負 債      151,904,429 
退職給付引当金    116,765,481 
役員退任引当金    138,300 
国際催事放送権料引当金    21,711,741 
東 京オリンピック・パラリン 

   
10,500,000 

ピック関連費用引当金  
長期リース債務    936,575 
その他の固定負債  ＰＣＢ廃棄物処理経費ほか  1,852,330 

     

負 債 合 計      385,676,199 

     

 

 

中 間 財 産 目 録 
平成 30年 9月 30 日現在 

（ 協 会 全 体 ） 

科  目 
内         訳 

合  計 
摘        要 金  額 

   千円 千円 
（ 資 産 の 部 ）     
流 動 資 産      418,627,497 

現金 及び預 金    92,021,800 
 現 金  1,106,844  
 預 金 定期預金ほか 90,914,955  

受信 料未収 金    8,510,524 
 受 信 料 未 収 金  22,899,381  

 未収受信料欠損引当金 受信料未収金の収納不能見込額 △  14,388,856  
有 価 証 券    284,598,496 

  国債 1,499,639  
  政府保証債 3,299,153  
  非政府保証債 28,899,942  
  地方債 8,399,784  
  事業債 16,999,975  
  譲渡性預金 225,500,000  

番 組 勘 定  未放送の番組に係る経費ほか  20,452,541 
前 払 費 用  賃借料ほか  4,168,835 
未 収 金  国際放送関係交付金ほか  6,546,021 
その他の流動資産    2,329,276 

 仮 払 金 仮払消費税ほか 2,225,277  
 その他の流動資産 立替金ほか 103,998  
     

固 定 資 産      566,333,482 
有 形 固 定 資 産    426,857,622 
建 物    155,371,588 

 建 物 放送会館、放送所ほか 357,751,074  
 減価償却累計額  △ 202,379,486  

構 築 物    61,278,475 
 構 築 物 空中線設備ほか 169,055,753  
 減価償却累計額  △ 107,777,277  

機械 及び装 置    133,367,375 

 機 械 及 び 装 置 放送設備ほか 749,553,691  
 減価償却累計額  △ 616,186,316  

車両及び運搬具    1,339,447 
 車両及び運搬具 中継車ほか 9,554,950  
 減価償却累計額  △   8,215,502  

器 具    2,663,627 
 器 具 事務用器具ほか 9,036,010  
 減価償却累計額  △   6,372,382  

土 地  放送会館敷地、放送所敷地ほか  48,211,796 
建 設 仮 勘 定  放送設備ほか  24,625,311 

無 形 固 定 資 産    15,111,606 
無形 固定資 産    15,111,606 

 施 設 利 用 権 国際放送送信設備利用権ほか 1,928,072  
 ソ フ ト ウ ェ ア  12,115,804  

 ソフトウェア仮勘定  1,026,952  

 その他の無形固定資産 地上権 40,777  
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科  目 
内         訳 

合  計 
摘        要 金  額 

   千円 千円 
出資その他の資産    124,364,252 

長期保有有価証券    83,632,412 
  国債 4,495,903  
  政府保証債 5,694,574  
  非政府保証債 8,042,427  

  地方債 4,899,519  
  事業債 60,499,987  

出 資    10,775,932 
 関 係 会 社 出 資 ㈱ＮＨＫエンタープライズほか 10,322,032  
 そ の 他 の 出 資 ㈱海外通信・放送・郵便事業支援機構ほか 453,900  

長期前払費用  放送所敷地賃借料ほか  99,744 
前払年金費用    26,443,611 
その他の出資その他の資産    3,412,551 

 差 入 保 証 金 賃借保証金ほか 3,118,971  
 そ の 他 の 資 産 建設協力金ほか 293,580  

特 定 資 産      170,756,635 
建設積立資産  建設資金積立金  170,756,635 

  国債 200,000  
  政府保証債 11,400,000  
  非政府保証債 71,056,635  
  地方債 12,300,000  
  事業債 75,800,000  

     

資 産 合 計    1,155,717,614 

     
（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債      233,771,770 

未 払 金  番組制作経費、設備整備経費ほか  43,613,608 
未 払 費 用    27,004,038 

 契 約 収 納 事 務 費  4,709,011  
 その他の未払費用 電力料、回線料ほか 22,295,026  

未払消費税等    6,709,978 
受信料前受金  翌期以降に属する受信料の収納額  153,614,292 
短期リース債務    837,010 
その他の流動負債    1,992,842 

 前 受 収 益 施設利用料ほか 48,389  
 預 り 金 社会保険料ほか 1,944,394  
 その他の流動負債 仮受金 58  

固 定 負 債      151,904,429 
退職給付引当金    116,765,481 
役員退任引当金    138,300 
国際催事放送権料引当金    21,711,741 
東 京オリンピック・パラリン 

   
10,500,000 

ピック関連費用引当金  
長期リース債務    936,575 
その他の固定負債  ＰＣＢ廃棄物処理経費ほか  1,852,330 

     

負 債 合 計      385,676,199 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  43,613,608  

未 払 費 用  27,004,038  

未 払 消 費 税 等  6,709,978  

受 信 料 前 受 金  153,614,292  

短 期 リ ー ス 債 務  837,010  

そ の 他 の 流 動 負 債        1,992,842  

流 動 負 債 合 計  233,771,770 20.3 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  116,765,481  

役 員 退 任 引 当 金  138,300  

国際催事放送権料引当金  21,711,741  

東京オリンピック・パラリン  10,500,000  

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金    

長 期 リ ー ス 債 務  936,575  

そ の 他 の 固 定 負 債        1,852,330  

固 定 負 債 合 計      151,904,429 13.1 

負 債 合 計 
 

    385,676,199 33.4 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  469,725,362  

剰 余 金  300,152,676  

建 設 積 立 金   170,756,635  

繰 越 剰 余 金      129,396,041  

純 資 産 合 計 
 

    770,041,414 66.6 

負債純資産合計 
 

  1,155,717,614 100.0 

    
 

 

 

中 間 貸 借 対 照 表 
平成 30年 9月 30 日現在 

（ 協 会 全 体 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

現 金 及 び 預 金  92,021,800  

受 信 料 未 収 金 22,899,381   

未収受信料欠損引当金 △   14,388,856 8,510,524  

有 価 証 券  284,598,496  

番 組 勘 定  20,452,541  

前 払 費 用  4,168,835  

未 収 金  6,546,021  

そ の 他 の 流 動 資 産      2,329,276  

流 動 資 産 合 計  418,627,497 36.2 

    

固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産    

建 物 357,751,074   

減 価 償 却 累 計 額 △  202,379,486 155,371,588  

構 築 物 169,055,753   

減 価 償 却 累 計 額 △  107,777,277 61,278,475  

機 械 及 び 装 置 749,553,691   

減 価 償 却 累 計 額 △  616,186,316 133,367,375  

車 両 及 び 運 搬 具 9,554,950   

減 価 償 却 累 計 額 △    8,215,502 1,339,447  

器 具 9,036,010   

減 価 償 却 累 計 額 △    6,372,382 2,663,627  

土 地  48,211,796  

建 設 仮 勘 定       24,625,311  

有 形 固 定 資 産 合 計  426,857,622 36.9 

無 形 固 定 資 産    

無 形 固 定 資 産      15,111,606  

無 形 固 定 資 産 合 計  15,111,606 1.3 

出 資 そ の 他 の 資 産    

長 期 保 有 有 価 証 券  83,632,412  

出 資  10,775,932  

関 係 会 社 出 資 10,322,032   

そ の 他 の 出 資 453,900   

長 期 前 払 費 用      99,744  

前 払 年 金 費 用  26,443,611  

その他の出資その他の資産       3,412,551  

出資その他の資産合計      124,364,252 10.8 

固 定 資 産 合 計  566,333,482 49.0 

    

特 定 資 産    

建 設 積 立 資 産      170,756,635  

特 定 資 産 合 計      170,756,635 14.8 

資 産 合 計    1,155,717,614 100.0 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  43,613,608  

未 払 費 用  27,004,038  

未 払 消 費 税 等  6,709,978  

受 信 料 前 受 金  153,614,292  

短 期 リ ー ス 債 務  837,010  

そ の 他 の 流 動 負 債        1,992,842  

流 動 負 債 合 計  233,771,770 20.3 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  116,765,481  

役 員 退 任 引 当 金  138,300  

国際催事放送権料引当金  21,711,741  

東京オリンピック・パラリン  10,500,000  

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金    

長 期 リ ー ス 債 務  936,575  

そ の 他 の 固 定 負 債        1,852,330  

固 定 負 債 合 計      151,904,429 13.1 

負 債 合 計 
 

    385,676,199 33.4 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  469,725,362  

剰 余 金  300,152,676  

建 設 積 立 金   170,756,635  

繰 越 剰 余 金      129,396,041  

純 資 産 合 計 
 

    770,041,414 66.6 

負債純資産合計 
 

  1,155,717,614 100.0 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  43,306,024  

未 払 費 用  27,004,038  

未 払 消 費 税 等  6,676,636  

受 信 料 前 受 金  153,614,292  

短 期 リ ー ス 債 務  837,010  

そ の 他 の 流 動 負 債        1,974,010  

流 動 負 債 合 計  233,412,011 20.0 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  116,765,481  

役 員 退 任 引 当 金  138,300  

国際催事放送権料引当金  21,711,741  

東京オリンピック・パラリン  10,500,000  

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金    

長 期 リ ー ス 債 務  936,575  

そ の 他 の 固 定 負 債        1,852,330  

固 定 負 債 合 計      151,904,429 13.1 

負 債 合 計 
 

    385,316,440 33.1 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  469,725,362  

剰 余 金  307,319,189  

建 設 積 立 金   170,756,635  

繰 越 剰 余 金     136,562,554  

純 資 産 合 計 
 

    777,207,927 66.9 

負債純資産合計 
 

  1,162,524,367 100.0 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（ 一 般 勘 定 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

現 金 及 び 預 金  92,021,800  

受 信 料 未 収 金 22,899,381   

未収受信料欠損引当金 △   14,388,856 8,510,524  

有 価 証 券  284,598,496  

番 組 勘 定  20,452,541  

前 払 費 用  4,158,881  

放送番組等有料配信業務勘定短期貸付金  7,132,302  

受託業務等勘定短期貸付金     65,253  

未 収 金  6,165,173  

そ の 他 の 流 動 資 産       2,329,276  

流 動 資 産 合 計  425,434,250 36.6 

    

固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産    

建 物 357,751,074   

減 価 償 却 累 計 額 △  202,379,486 155,371,588  

構 築 物 169,055,753   

減 価 償 却 累 計 額 △  107,777,277 61,278,475  

機 械 及 び 装 置 749,553,691   

減 価 償 却 累 計 額 △  616,186,316 133,367,375  

車 両 及 び 運 搬 具 9,554,950   

減 価 償 却 累 計 額 △    8,215,502 1,339,447  

器 具 9,036,010   

減 価 償 却 累 計 額 △    6,372,382 2,663,627  

土 地  48,211,796  

建 設 仮 勘 定       24,625,311  

有 形 固 定 資 産 合 計  426,857,622 36.7 

無 形 固 定 資 産    

無 形 固 定 資 産      15,111,606  

無 形 固 定 資 産 合 計  15,111,606 1.3 

出 資 そ の 他 の 資 産    

長 期 保 有 有 価 証 券  83,632,412  

出 資  10,775,932  

関 係 会 社 出 資 10,322,032   

そ の 他 の 出 資 453,900   

長 期 前 払 費 用      99,744  

前 払 年 金 費 用  26,443,611  

その他の出資その他の資産        3,412,551  

出資その他の資産合計      124,364,252 10.7 

固 定 資 産 合 計  566,333,482 48.7 

    

特 定 資 産    

建 設 積 立 資 産      170,756,635  

特 定 資 産 合 計      170,756,635 14.7 

資 産 合 計 
 

 1,162,524,367 100.0 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  43,306,024  

未 払 費 用  27,004,038  

未 払 消 費 税 等  6,676,636  

受 信 料 前 受 金  153,614,292  

短 期 リ ー ス 債 務  837,010  

そ の 他 の 流 動 負 債        1,974,010  

流 動 負 債 合 計  233,412,011 20.0 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  116,765,481  

役 員 退 任 引 当 金  138,300  

国際催事放送権料引当金  21,711,741  

東京オリンピック・パラリン  10,500,000  

ピ ッ ク 関 連 費 用 引 当 金    

長 期 リ ー ス 債 務  936,575  

そ の 他 の 固 定 負 債        1,852,330  

固 定 負 債 合 計      151,904,429 13.1 

負 債 合 計 
 

    385,316,440 33.1 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  469,725,362  

剰 余 金  307,319,189  

建 設 積 立 金   170,756,635  

繰 越 剰 余 金     136,562,554  

純 資 産 合 計 
 

    777,207,927 66.9 

負債純資産合計 
 

  1,162,524,367 100.0 
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

未 収 金          100,883  

流 動 資 産 合 計          100,883 100.0 

資 産 合 計 
 

        100,883 100.0 

    

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

一 般 勘 定 短 期 借 入 金  65,253  

未 払 金  978  

未 払 消 費 税 等  15,820  

そ の 他 の 流 動 負 債           18,832  

流 動 負 債 合 計          100,883 100.0 

負 債 合 計 
 

        100,883 100.0 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

剰 余 金  －  

繰 越 剰 余 金             －  

純 資 産 合 計 
 

            － － 

負債純資産合計 
 

        100,883 100.0 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（放送番組等有料配信業務勘定） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

前 払 費 用  9,954  

未 収 金          279,963  

流 動 資 産 合 計         289,917 100.0 

資 産 合 計          289,917 100.0 

    

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

一 般 勘 定 短 期 借 入 金  7,132,302  

未 払 金  306,606  

未 払 消 費 税 等        17,521  

流 動 負 債 合 計      7,456,430 2,571.9 

負 債 合 計 
 

      7,456,430 2,571.9 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

欠 損 金  △  7,166,512  

繰 越 欠 損 金    △  7,166,512  

純 資 産 合 計    △ 7,166,512 △2,471.9 

負債純資産合計         289,917 100.0 
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

未 収 金          100,883  

流 動 資 産 合 計          100,883 100.0 

資 産 合 計 
 

        100,883 100.0 

    

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

一 般 勘 定 短 期 借 入 金  65,253  

未 払 金  978  

未 払 消 費 税 等  15,820  

そ の 他 の 流 動 負 債           18,832  

流 動 負 債 合 計          100,883 100.0 

負 債 合 計 
 

        100,883 100.0 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

剰 余 金  －  

繰 越 剰 余 金             －  

純 資 産 合 計 
 

            － － 

負債純資産合計 
 

        100,883 100.0 
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（ 一 般 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経 
 
 

常 
 
 

事 
 
 

業 
 
 

収 
 
 

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入      367,096,311 

受 信 料 361,474,430  

交 付 金 収 入 1,780,032  

副 次 収 入 3,841,848  

経 常 事 業 支 出      342,329,844 

国 内 放 送 費 159,252,965  

国 際 放 送 費 11,313,448  

契 約 収 納 費 33,443,519  

受 信 対 策 費 424,181  

広 報 費 2,352,366  

調 査 研 究 費 2,810,369  

給 与 56,262,556  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 24,714,787  

共 通 管 理 費 7,427,851  

減 価 償 却 費 38,227,066  

未収受信料欠損償却費 6,100,730  

経 常 事 業 収 支 差 金      24,766,466 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入       6,527,931 

財 務 収 入 3,409,163  

雑 収 入 3,118,768  

経 常 事 業 外 支 出          91,477 

財 務 費 91,477  

経 常 事 業 外 収 支 差 金         6,436,454 

経 常 収 支 差 金      31,202,920 

特  

別  

収  

支 

特 別 収 入           28,594 

固 定 資 産 売 却 益 28,594  

固 定 資 産 受 贈 益 0  

特 別 支 出         542,457 

固 定 資 産 売 却 損 8,931  

固 定 資 産 除 却 損 459,848  

そ の 他 の 特 別 支 出 73,677  

中 間 事 業 収 支 差 金      30,689,057 

 

中 間 事 業 収 支 差 金      30,689,057 

事 業 収 支 剰 余 金 30,689,057  

 

中 間 損 益 計 算 書 
平成 30年 4 月 1 日から 

平成 30年 9月 30 日まで 

（ 協 会 全 体 ） 

科      目 金      額 

経 
 
 

常 
 
 

事 
 
 

業 
 
 

収 
 
 

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入      368,197,362 

受 信 料 361,474,430  

交 付 金 収 入 1,780,032  

放送番組等有料配信業務収入 1,091,315  

副 次 収 入 3,131,527  

受 託 業 務 等 収 入 720,056  

経 常 事 業 支 出      343,230,205 

国 内 放 送 費 159,252,965  

国 際 放 送 費 11,313,448  

放送番組等有料配信費 786,896  

受 託 業 務 等 費 29,272  

契 約 収 納 費 33,443,519  

受 信 対 策 費 424,181  

広 報 費 2,362,914  

調 査 研 究 費 2,810,369  

給 与 56,306,641  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 24,731,581  

共 通 管 理 費 7,440,617  

減 価 償 却 費 38,227,066  

未収受信料欠損償却費 6,100,730  

経 常 事 業 収 支 差 金          24,967,156 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入           6,527,937 

財 務 収 入 3,409,163  

雑 収 入 3,118,774  

経 常 事 業 外 支 出              91,477 

財 務 費 91,477  

経 常 事 業 外 収 支 差 金           6,436,460 

経 常 収 支 差 金          31,403,617 

特

別

収

支 

特 別 収 入             28,594 

固 定 資 産 売 却 益 28,594  

固 定 資 産 受 贈 益 0  

特 別 支 出             542,457 

固 定 資 産 売 却 損 8,931  

固 定 資 産 除 却 損 459,848  

そ の 他 の 特 別 支 出 73,677  

中 間 事 業 収 支 差 金          30,889,754 

 

中 間 事 業 収 支 差 金          30,889,754 

事 業 収 支 剰 余 金 30,889,754  
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（ 一 般 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経 
 
 

常 
 
 

事 
 
 

業 
 
 

収 
 
 

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入      367,096,311 

受 信 料 361,474,430  

交 付 金 収 入 1,780,032  

副 次 収 入 3,841,848  

経 常 事 業 支 出      342,329,844 

国 内 放 送 費 159,252,965  

国 際 放 送 費 11,313,448  

契 約 収 納 費 33,443,519  

受 信 対 策 費 424,181  

広 報 費 2,352,366  

調 査 研 究 費 2,810,369  

給 与 56,262,556  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 24,714,787  

共 通 管 理 費 7,427,851  

減 価 償 却 費 38,227,066  

未収受信料欠損償却費 6,100,730  

経 常 事 業 収 支 差 金      24,766,466 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入       6,527,931 

財 務 収 入 3,409,163  

雑 収 入 3,118,768  

経 常 事 業 外 支 出          91,477 

財 務 費 91,477  

経 常 事 業 外 収 支 差 金         6,436,454 

経 常 収 支 差 金      31,202,920 

特  

別  

収  

支 

特 別 収 入           28,594 

固 定 資 産 売 却 益 28,594  

固 定 資 産 受 贈 益 0  

特 別 支 出         542,457 

固 定 資 産 売 却 損 8,931  

固 定 資 産 除 却 損 459,848  

そ の 他 の 特 別 支 出 73,677  

中 間 事 業 収 支 差 金      30,689,057 

 

中 間 事 業 収 支 差 金      30,689,057 

事 業 収 支 剰 余 金 30,689,057  
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経

常

事

業

収

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入         720,056 

受 託 業 務 等 収 入 720,056  

経 常 事 業 支 出         589,428 

受 託 業 務 等 費 589,428  

経 常 事 業 収 支 差 金         130,628 

中 間 事 業 収 支 差 金         130,628 

   

中 間 事 業 収 支 差 金         130,628 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ 130,628  

 

 

 

（放送番組等有料配信業務勘定） 

科      目 金      額 

経

常

事

業

収

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入       1,091,315 

放送番組等有料配信業務収入 1,091,315  

経 常 事 業 支 出        890,625 

放送番組等有料配信費 805,431  

広 報 費 10,547  

給 与 44,084  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 16,794  

共 通 管 理 費 13,768  

経 常 事 業 収 支 差 金         200,690 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入              5 

雑 収 入 5  

経 常 事 業 外 収 支 差 金              5 

経 常 収 支 差 金        200,696 

中 間 事 業 収 支 差 金        200,696 

 

中 間 事 業 収 支 差 金        200,696 

繰 越 欠 損 金 200,696  
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経

常

事

業

収

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入         720,056 

受 託 業 務 等 収 入 720,056  

経 常 事 業 支 出         589,428 

受 託 業 務 等 費 589,428  

経 常 事 業 収 支 差 金         130,628 

中 間 事 業 収 支 差 金         130,628 

   

中 間 事 業 収 支 差 金         130,628 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ 130,628  
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中間キャッシュ･フロー計算書 
 

平成 30年 4 月 1 日から 

平成 30年 9月 30 日まで 

（ 協 会 全 体 ） 

                                    （単位 千円） 

区        分 金     額 

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー   
 中間事業収支差金  30,889,754 
 減価償却費  38,412,283 

 退職給付引当金の増減額 △ 571,830 
 前払年金費用の増減額 △ 7,968,010 
 役員退任引当金の増減額  12,160 
 未収受信料欠損引当金の増減額  1,709,856 
 国際催事放送権料引当金の増減額  603,682 
 東京オリンピック・パラリンピック関連費用引当金の増減額  1,500,000 

 受取利息及び受取配当金 △ 3,409,163 
 固定資産売却益 △ 28,594 
 固定資産受贈益 △ 0 
 固定資産除却損  459,848 
 固定資産売却損  8,931 
 受信料未収金の増減額 △ 4,483,566 

 番組勘定の増減額 △ 11,014,901 
 前払費用の増減額 △ 2,551,955 
 未収金の増減額  1,402,870 
 未払金の増減額 △ 12,559,676 
 未払消費税等の増減額  4,084,813 
 受信料前受金の増減額  12,509,610 

 その他  105,756 

事業活動によるキャッシュ･フロー  49,111,869 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー   
 定期預金の預入による支出 △ 130,400,000 
 定期預金の払戻による収入  116,400,000 

 有価証券の取得による支出 △ 293,000,000 
 有価証券の売却・償還による収入  288,100,000 
 固定資産の取得による支出 △ 37,224,388 
 固定資産の売却による収入  112,120 
 長期保有有価証券の取得による支出 △ 30,900,000 
 差入保証金の増減額 △ 52,853 

 利息及び配当金の受取額  3,453,186 

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 83,511,935 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー   
 リース債務の返済による支出 △ 461,450 

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 461,450 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 34,861,517 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  59,983,318 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  25,121,800 

 

中 間 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

平成 30年 4 月 1 日から 

平成 30年 9月 30 日まで 

 

（ 協 会 全 体 ）                            （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 
承継資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 469,725,362 170,756,635 98,506,287 739,151,660 
当中間期変動額      

中間事業収支差金 － － － 30,889,754 30,889,754 
当中間期変動額合計 － － － 30,889,754 30,889,754 
当中間期末残高 163,375 469,725,362 170,756,635 129,396,041 770,041,414 

 

 

（ 一 般 勘 定 ）                            （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 
承継資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 469,725,362 170,756,635 105,873,496 746,518,869 
当中間期変動額      

中間事業収支差金 － － － 30,689,057 30,689,057 
当中間期変動額合計 － － － 30,689,057 30,689,057 
当中間期末残高 163,375 469,725,362 170,756,635 136,562,554 777,207,927 

 

 
（放送番組等有料配信業務勘定）   （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越欠損金 

前 期 末 残 高 △ 7,367,208 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金   200,696 
当 中 間 期 変 動 額 合 計   200,696 
当 中 間 期 末 残 高 △ 7,166,512 

 

 
（受託業務等勘定）         （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越剰余金 

前 期 末 残 高 － 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金 130,628 
一般勘定への繰入れ △   130,628 

当 中 間 期 変 動 額 合 計 － 
当 中 間 期 末 残 高 － 
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中間キャッシュ･フロー計算書 
 

平成 30年 4 月 1 日から 

平成 30年 9月 30 日まで 

（ 協 会 全 体 ） 

                                    （単位 千円） 

区        分 金     額 

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー   
 中間事業収支差金  30,889,754 
 減価償却費  38,412,283 

 退職給付引当金の増減額 △ 571,830 
 前払年金費用の増減額 △ 7,968,010 
 役員退任引当金の増減額  12,160 
 未収受信料欠損引当金の増減額  1,709,856 
 国際催事放送権料引当金の増減額  603,682 
 東京オリンピック・パラリンピック関連費用引当金の増減額  1,500,000 

 受取利息及び受取配当金 △ 3,409,163 
 固定資産売却益 △ 28,594 
 固定資産受贈益 △ 0 
 固定資産除却損  459,848 
 固定資産売却損  8,931 
 受信料未収金の増減額 △ 4,483,566 

 番組勘定の増減額 △ 11,014,901 
 前払費用の増減額 △ 2,551,955 
 未収金の増減額  1,402,870 
 未払金の増減額 △ 12,559,676 
 未払消費税等の増減額  4,084,813 
 受信料前受金の増減額  12,509,610 

 その他  105,756 

事業活動によるキャッシュ･フロー  49,111,869 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー   
 定期預金の預入による支出 △ 130,400,000 
 定期預金の払戻による収入  116,400,000 

 有価証券の取得による支出 △ 293,000,000 
 有価証券の売却・償還による収入  288,100,000 
 固定資産の取得による支出 △ 37,224,388 
 固定資産の売却による収入  112,120 
 長期保有有価証券の取得による支出 △ 30,900,000 
 差入保証金の増減額 △ 52,853 

 利息及び配当金の受取額  3,453,186 

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 83,511,935 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー   
 リース債務の返済による支出 △ 461,450 

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 461,450 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 34,861,517 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  59,983,318 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  25,121,800 
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１.４ 引当金の計上基準 

(1) 未収受信料欠損引当金 ････････   受信料未収金の収納不能見込額を実績率により計上しております。 

 

(2) 退職給付引当金 ･･･････････････････････    職員の退職給付に備えるため､当年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、中間期末において必要と認められる額を計

上しております。 

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を中間期末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各年度の発生時における職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として 15 年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌年度から費用処理しております。 

 

(3) 役員退任引当金 ･･･････････････････････    役員退任手当の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 

(4) 国際催事放送権料引当金 ････      スポーツ大会等国際的な催事に関する放送権料の支払いに備えるた

め、開催地決定時より放送実施までの期間に放送権料の合理的見積額

を計上しております。なお、当該科目は、「企業会計原則注解 注

18」における引当金とは異なり、放送法施行規則の規定により特別に

認められた引当金であります。 

 

(5) 東京オリンピック・パラリンピック ････      平成 32 年に開催される東京オリンピック競技大会及び東京パラリン 

関連費用引当金         ピック競技大会に関する放送に要する費用（放送権料を除く。）の支 

払いに備えるため、平成 27 年度より放送実施までの期間に放送に要

する費用の合理的見積額を計上しております。なお、当該科目は、「企

業会計原則注解 注 18」における引当金とは異なり、放送法施行規

則の規定により特別に認められた引当金であります。 

 

 

１.５ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間資本等変動計算書 

及び中間キャッシュ・フロー計算書に関する説明書 
 

 

１ 中間財務諸表の作成に関する重要な会計方針 

日本放送協会（以下「協会」という。）の会計については、放送法及び放送法施行規則の定めるとこ

ろにより、これに定めのないものについては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従ってお

ります。 

また、中間財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に従っております。なお、放送法及び放

送法施行規則の定めによるものについては、中間財務諸表にその旨を明示しております。 

 

 

１.１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 ･････････････････････････････････････ 償却原価法（定額法）によっております。 

(2) 子会社及び関連会社株式 ･･････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。 

(3) その他有価証券(時価のないもの) ･････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

 

１.２ 番組勘定 

個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性が低下したものについては、

帳簿価額を切り下げております。 

 

 

１.３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

「建物」「構築物」････････････････････････････････････････････････････････････････････････   定額法によっております。 

「機械及び装置」「車両及び運搬具」「器具」･････････   定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

  建  物 5～50 年 

  構 築 物 10～60 年 

  機械及び装置 5～15 年 

  車両及び運搬具 4～ 7 年 

  器  具 3～41 年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）･･････････････････････････････   定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

施設利用権 15～20 年 

自社利用のソフトウェア    見込利用可能期間（5年） 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

････････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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１.４ 引当金の計上基準 

(1) 未収受信料欠損引当金 ････････   受信料未収金の収納不能見込額を実績率により計上しております。 

 

(2) 退職給付引当金 ･･･････････････････････    職員の退職給付に備えるため､当年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、中間期末において必要と認められる額を計

上しております。 

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を中間期末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各年度の発生時における職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として 15 年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌年度から費用処理しております。 

 

(3) 役員退任引当金 ･･･････････････････････    役員退任手当の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 

(4) 国際催事放送権料引当金 ････      スポーツ大会等国際的な催事に関する放送権料の支払いに備えるた

め、開催地決定時より放送実施までの期間に放送権料の合理的見積額

を計上しております。なお、当該科目は、「企業会計原則注解 注

18」における引当金とは異なり、放送法施行規則の規定により特別に

認められた引当金であります。 

 

(5) 東京オリンピック・パラリンピック ････      平成 32 年に開催される東京オリンピック競技大会及び東京パラリン 

関連費用引当金         ピック競技大会に関する放送に要する費用（放送権料を除く。）の支 

払いに備えるため、平成 27 年度より放送実施までの期間に放送に要

する費用の合理的見積額を計上しております。なお、当該科目は、「企

業会計原則注解 注 18」における引当金とは異なり、放送法施行規

則の規定により特別に認められた引当金であります。 

 

 

１.５ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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１.６ 固定資産の減損会計 

固定資産の減損会計については、放送法施行規則の規定により、「固定資産の減損に係る独立行政法

人会計基準」によっております。 

 

 

１.７ 中間キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から 3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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２ 資産、負債、純資産及び損益の状況 
 

２.１ 比 較 中 間 貸 借 対 照 表  

 
（ 協 会 全 体 ） 

   （単位 千円） 

区 分 平成29年度末 平成30年度中間期末 増       減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

 未収受信料欠損引当金 

有 価 証 券 

番 組 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 金 

その他の流動資産 

79,383,318 

18,415,815 

△ 12,679,000 

269,199,091 

9,437,640 

1,616,880 

7,996,600 

2,637,647 

92,021,800 

22,899,381 

△ 14,388,856 

284,598,496 

20,452,541 

4,168,835 

6,546,021 

2,329,276 

12,638,482 

4,483,566 

△  1,709,856 

15,399,404 

 11,014,901 

 2,551,955 

△  1,450,578 

△   308,371 

流 動 資 産 合 計 
( 33.1) 

376,007,992 

( 36.2) 

418,627,497 

 

42,619,504 

有 形 固 定 資 産 

建     物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車両及び運搬具 

器 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

出資その他の資産 

長期保有有価証券 

出 資 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の出資その他の資産 

444,056,565 

160,067,893 

63,743,945 

150,178,316 

1,676,620 

2,999,948 

48,203,146 

17,186,695 

16,764,944 

129,443,943 

96,728,131 

10,775,932 

92,211 

18,475,601 

3,372,066 

426,857,622 

155,371,588 

61,278,475 

133,367,375 

1,339,447 

2,663,627 

48,211,796 

24,625,311 

15,111,606 

124,364,252 

83,632,412 

10,775,932 

99,744 

26,443,611 

3,412,551 

△ 17,198,942 

△  4,696,305 

△  2,465,470 

△ 16,810,940 

△   337,172 

 △   336,320 

  8,650 

7,438,616 

△  1,653,338 

△   5,079,690 

△  13,095,719 

    － 

7,533 

7,968,010 

40,485 

固 定 資 産 合 計 
( 51.9) 

590,265,453 

( 49.0) 

566,333,482 

 

△

 

23,931,971 

建 設 積 立 資 産 170,756,635 170,756,635 － 

特 定 資 産 合 計 
( 15.0) 

170,756,635 

( 14.8) 

170,756,635 

  

－ 

資 産 合 計 
(100.0) 

1,137,030,081 

(100.0) 

1,155,717,614 

 

 

 

18,687,532 

 

 
 

 

 

 
 （単位 千円） 

区 分 平成29年度末 平成30年度中間期末 増       減 

負 
 
 
 
 
 
 

債 
 
 
 
 
 
 

・ 
 
 
 
 
 
 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

受 信 料 前 受 金 

短期リース債務 

その他の流動負債 

72,588,272 

27,795,243 

2,625,164 

141,104,682 

877,327 

2,082,485 

43,613,608 

27,004,038 

6,709,978 

153,614,292 

837,010 

1,992,842 

△  28,974,663 

△     791,205 

4,084,813 

12,509,610 

△      40,317 

△      89,642 

流 動 負 債 合 計 
( 21.7) 

247,073,176 

( 20.3) 

233,771,770 

 

△  13,301,405 

退職給付引当金 

役員退任引当金 

国際催事放送権料引当金 

東京オリンピック・パラリン 

ピック関連費用引当金 

長期リース債務 

その他の固定負債 

117,337,312 

126,140 

21,108,059 

9,000,000 

 

1,189,919 

2,043,814 

116,765,481 

138,300 

21,711,741 

10,500,000 

 

936,575 

1,852,330 

△     571,830 

12,160 

603,682 

1,500,000 

 

△     253,343 

△    191,484 

固 定 負 債 合 計 
( 13.3) 

150,805,245 

( 13.1) 

151,904,429 

  

1,099,183 

負 債 合 計 
( 35.0) 

397,878,421 

( 33.4) 

385,676,199 

 

△  12,202,222 

資 本 

承 継 資 本 

固定資産充当資本 

剰 余 金 

建 設 積 立 金 

繰 越 剰 余 金 

739,151,660 

163,375 

469,725,362 

269,262,922 

170,756,635 

98,506,287 

770,041,414 

163,375 

469,725,362 

300,152,676 

170,756,635 

129,396,041 

 

 

  

 

 

30,889,754 

－ 

－ 

30,889,754 

－ 

30,889,754 

純 資 産 合 計 
( 65.0) 

739,151,660 

( 66.6) 

770,041,414 

 

 

 

30,889,754 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

1,137,030,081 

(100.0) 

1,155,717,614 

 

 

 

18,687,532 

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を 100 とした構成比率(%)であります。
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 （単位 千円） 

区 分 平成29年度末 平成30年度中間期末 増       減 

負 
 
 
 
 
 
 

債 
 
 
 
 
 
 

・ 
 
 
 
 
 
 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

受 信 料 前 受 金 

短期リース債務 

その他の流動負債 

72,588,272 

27,795,243 

2,625,164 

141,104,682 

877,327 

2,082,485 

43,613,608 

27,004,038 

6,709,978 

153,614,292 

837,010 

1,992,842 

△  28,974,663 

△     791,205 

4,084,813 

12,509,610 

△      40,317 

△      89,642 

流 動 負 債 合 計 
( 21.7) 

247,073,176 

( 20.3) 

233,771,770 

 

△  13,301,405 

退職給付引当金 

役員退任引当金 

国際催事放送権料引当金 

東京オリンピック・パラリン 

ピック関連費用引当金 

長期リース債務 

その他の固定負債 

117,337,312 

126,140 

21,108,059 

9,000,000 

 

1,189,919 

2,043,814 

116,765,481 

138,300 

21,711,741 

10,500,000 

 

936,575 

1,852,330 

△     571,830 

12,160 

603,682 

1,500,000 

 

△     253,343 

△    191,484 

固 定 負 債 合 計 
( 13.3) 

150,805,245 

( 13.1) 

151,904,429 

  

1,099,183 

負 債 合 計 
( 35.0) 

397,878,421 

( 33.4) 

385,676,199 

 

△  12,202,222 

資 本 

承 継 資 本 

固定資産充当資本 

剰 余 金 

建 設 積 立 金 

繰 越 剰 余 金 

739,151,660 

163,375 

469,725,362 

269,262,922 

170,756,635 

98,506,287 

770,041,414 

163,375 

469,725,362 

300,152,676 

170,756,635 

129,396,041 

 

 

  

 

 

30,889,754 

－ 

－ 

30,889,754 

－ 

30,889,754 

純 資 産 合 計 
( 65.0) 

739,151,660 

( 66.6) 

770,041,414 

 

 

 

30,889,754 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

1,137,030,081 

(100.0) 

1,155,717,614 

 

 

 

18,687,532 

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を 100 とした構成比率(%)であります。
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２.２ 比 較 中 間 損 益 計 算 書 
 

（ 協 会 全 体 ） 
 （単位 千円） 

区 分 平成 29 年度中間期 平成 30 年度中間期 増 減 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

357,717,693 
(100.0) 

368,197,362  10,479,668 
受 信 料 
交 付 金 収 入 
放送番組等有料配信業務収入 
副 次 収 入 
受 託 業 務 等 収 入 

350,875,779 
1,778,498 
1,057,185 
3,303,862 
702,366 

361,474,430 
1,780,032 
1,091,315 
3,131,527 
720,056 

10,598,650 
1,533 
34,130 

△     172,335 
17,689 

経 常 事 業 支 出 
( 94.5) 

338,024,218 
( 93.2) 

343,230,205 
 
 

 
5,205,986 

国 内 放 送 費 
国 際 放 送 費 
放送番組等有料配信費 
受 託 業 務 等 費 
契 約 収 納 費 
受 信 対 策 費 
広 報 費 
調 査 研 究 費 
給 与 
退職手当・厚生費 
共 通 管 理 費 
減 価 償 却 費 
未収受信料欠損償却費 

153,591,715 
11,382,445 

767,600 
20,424 

29,981,594 
396,242 

2,356,217 
2,929,764 
55,968,571 
32,593,226 
6,725,066 
35,357,735 
5,953,613 

159,252,965 
11,313,448 

786,896 
29,272 

33,443,519 
424,181 

2,362,914 
2,810,369 
56,306,641 
24,731,581 
7,440,617 
38,227,066 
6,100,730 

5,661,250 
△      68,997 

19,296 
8,847 

3,461,924 
27,938 
6,696 

△     119,394 
338,069 

△   7,861,644 
715,550 

2,869,331 
147,117 

経 常 事 業 収 支 差 金 
(  5.5) 

19,693,474 
(  6.8) 

24,967,156 
 
 

 
5,273,682 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入 
(  2.4) 

8,674,866 
(  1.7) 

6,527,937 
 
△   2,146,928 

財 務 収 入 
雑 収 入 

6,830,524 
1,844,342 

3,409,163 
3,118,774 

△   3,421,360 
1,274,431 

経 常 事 業 外 支 出 
(  0.0) 

500 
(  0.0) 
91,477 

 
 

 
90,977 

財 務 費 500 91,477  90,977 

経常事業外収支差金 
 ( 2.4)  ( 1.7)  
 8,674,366  6,436,460 △   2,237,906 

経 常 収 支 差 金 
 
 

(  7.9) 
28,367,841 

 
 

(  8.5) 
31,403,617 

 
 3,035,775 

特

別

収

支 

特 別 収 入 
(  0.1) 
303,565 

(  0.0) 
28,594 

 
△     274,970 

固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 受 贈 益 
その他の特別収入 

296,115 
－ 

7,450 

28,594 
0 
－ 

△     267,520 
0 

△       7,450 

特 別 支 出 
(  0.2) 
623,809 

(  0.1) 
542,457 

 
△      81,351 

固 定 資 産 売 却 損 
固 定 資 産 除 却 損 
その他の特別支出 

6,825 
516,357 
100,626 

8,931 
459,848 
73,677 

2,106 
△      56,508
△      26,949 

中 間 事 業 収 支 差 金 
(  7.8) 

28,047,597 
(  8.4) 

30,889,754 
 
 

 
2,842,156 

     

中 間 事 業 収 支 差 金 

事 業 収 支 剰 余 金 

28,047,597 

28,047,597 

30,889,754 

30,889,754 

2,842,156 

2,842,156 

注 （ ）内は、経常事業収入を 100とした比率(%)であります。 

 

２.３ 資産の状況（一般勘定） 

 

 特 定 資 産 
 

建 設 積 立 資 産 （単位 千円）

 区 分 平成 30 年度中間期末 

 建 設 積 立 資 産 170,756,635 

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。 

 

 

 

２.４ 損益の状況（一般勘定） 
 

(1) 受 信 料 （単位 千円）

 区 分 平成 30 年度中間期 
30 年 4 月 1 日～30 年 9 月 30 日 

 受 信 料 361,474,430 

 

なお、有料受信契約件数の増減状況は、次表のとおりであります。 
 

                    （単位 千件） 

区 分 平成 30 年度中間期 
30 年 4 月 1 日～30 年 9 月 30 日 

地 上 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

20,107 
91 

20,198 

衛 星 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

20,942 
 414 

21,356 

特 別 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

12 
  2 

14 

契 約 総 数 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

41,061 
 507 

41,568 
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２.３ 資産の状況（一般勘定） 

 

 特 定 資 産 
 

建 設 積 立 資 産 （単位 千円）

 区 分 平成 30 年度中間期末 

 建 設 積 立 資 産 170,756,635 

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。 
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(1) 受 信 料 （単位 千円）

 区 分 平成 30 年度中間期 
30 年 4 月 1 日～30 年 9 月 30 日 

 受 信 料 361,474,430 

 

なお、有料受信契約件数の増減状況は、次表のとおりであります。 
 

                    （単位 千件） 

区 分 平成 30 年度中間期 
30 年 4 月 1 日～30 年 9 月 30 日 

地 上 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

20,107 
91 

20,198 

衛 星 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

20,942 
 414 
21,356 

特 別 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

12 
  2 

14 

契 約 総 数 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

41,061 
 507 
41,568 
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(2） 減価償却費の内訳   （単位 千円） 

 
区   分 取 得 価 額 

平成 30 年度中間期 
償 却 額 
(30年 4月 1日～30 年 9 月 30 日) 

償却累計額 帳 簿 価 額 償却累計率(%)

 有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機械及び装置 

車両及び運搬具 

器 具 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

ソフトウェア 

1,294,951,480 

357,751,074 

169,055,753 

749,553,691 

9,554,950 

9,036,010 

49,271,077 

2,589,304 

46,681,772 

35,815,169 

5,077,647 

4,372,708 

25,435,719 

349,476 

579,618 

2,597,113 

86,019 

2,511,094 

940,930,965 

202,379,486 

107,777,277 

616,186,316 

8,215,502 

6,372,382 

35,227,200 

661,231 

34,565,968 

354,020,515 

155,371,588 

61,278,475 

133,367,375 

1,339,447 

2,663,627 

14,043,876 

1,928,072 

12,115,804 

72.6 

56.5 

63.7 

82.2 

85.9 

70.5 

71.4 

25.5 

74.0 

 合   計 1,344,222,557 38,412,283 976,158,165 368,064,391 72.6 

注 中間損益計算書における減価償却費38,227,066千円は、平成30年度中間期償却額38,412,283

千円に、平成 29 年度において番組勘定に計上した 205,893 千円を加え、平成 30 年度中間期

において番組勘定に計上した 391,110 千円を差し引いたものであります。 

 

 

(3） 特 別 収 入 

特別収入２８，５９４千円の内容は、主として構築物の売却による固定資産売却益でありま

す。 

  

 
(4） 特 別 支 出 

特別支出５４２，４５７千円の内容は、主として機械及び装置の除却による固定資産除却損

であります。 

なお、その他の特別支出の内訳は次表のとおりであります。 

（単位 千円） 

種 類 用 途 資 産 名 称 減損損失額 

建 物 非 現 用 資 産 南塚口寮（兵庫県）等 4 件 73,677 

 
注１ 老朽化等によって使用しなくなった非現用資産について、減損損失を計上しております。 

２ 当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.５ 金融商品の時価に関する事項 
 

(1)  金融商品の状況に関する事項 
協会は、資金の運用にあたっては、短期の預金（定期預金や譲渡性預金）及び長期の公社債に限

定して運用しています。短期の運用については、金融機関の財政状況等を踏まえて運用対象機関を

絞り込むとともに、長期の運用については、国債、政府保証債及び格付けの高い事業債等を購入し、

リスク低減を図っております。 

 

(2)  金融商品の時価等に関する事項 

中間期末日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次表のとおりで

あります。 

（単位 千円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

ア 現金及び預金 

イ 有価証券 
満期保有目的の債券 

譲渡性預金 

92,021,800 

538,987,543 

313,487,543 

225,500,000 

92,021,800 

540,932,182 

315,432,182 

225,500,000 

－ 

1,944,639 

1,944,639 

－ 

 

注１ 金融商品の時価の算定方法等に関する事項 

ア 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

イ 有価証券 

有価証券については、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計でありま

す。これらの内訳については、「(3)保有する有価証券の状況 ア保有する有価証券の

銘柄及び資産区分の内訳」のとおりであります。なお、時価については、取引所の価

格又は取引金融機関から提示された価格によっております。有価証券のうち譲渡性預

金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

 
 ２ 関係会社出資及びその他の出資 10,775,932 千円については、市場価格がなく、時価の把握

が極めて困難と認められることから、「(2) 金融商品の時価等に関する事項 イ有価証券」

には含めておりません。 

 

(3)  保有する有価証券の状況 

 

ア  保有する有価証券の銘柄及び資産区分の内訳（平成 30年 9月 30 日現在） 

 （単位 千円） 

 区 分 有 価 証 券 長期保有有価証券 建設積立資産 合   計 

 満期保有目的の債券 

国 債 
政 府 保 証 債 
非 政 府 保 証 債 
地 方 債 
事 業 債 

譲 渡 性 預 金 

59,098,496 

1,499,639 
3,299,153 

28,899,942 
8,399,784 

16,999,975 
225,500,000 

83,632,412 

4,495,903 
5,694,574 
8,042,427 
4,899,519 

60,499,987 
－ 

170,756,635 

200,000 
11,400,000 
71,056,635 
12,300,000 
75,800,000 

－ 

313,487,543 

6,195,543 
20,393,727 

107,999,004 
25,599,304 

153,299,962 
225,500,000 

 合 計 284,598,496 83,632,412 170,756,635 538,987,543 
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す。これらの内訳については、「(3)保有する有価証券の状況 ア保有する有価証券の

銘柄及び資産区分の内訳」のとおりであります。なお、時価については、取引所の価

格又は取引金融機関から提示された価格によっております。有価証券のうち譲渡性預

金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

 
 ２ 関係会社出資及びその他の出資 10,775,932 千円については、市場価格がなく、時価の把握
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 区 分 有 価 証 券 長期保有有価証券 建設積立資産 合   計 
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28,899,942 
8,399,784 
16,999,975 
225,500,000 
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4,495,903 
5,694,574 
8,042,427 
4,899,519 
60,499,987 
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11,400,000 
71,056,635 
12,300,000 
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－ 

313,487,543 
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イ 満期保有目的の債券の内訳（平成 30年 9月 30 日現在） 

 （単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 摘    要 

 国 債 

政 府 保 証 債 
非 政 府 保 証 債 
地 方 債 
事 業 債 

6,195,543 

20,393,727 
107,999,004 
25,599,304 
153,299,962 

6,340,130 

20,762,980 
108,929,920 
25,889,200 
153,509,952 

 

 
 
 
 

144,586 

369,252 
930,915 
289,895 
209,989 

 

日本高速道路保有・債務返済機構債ほか 
地方公共団体金融機構債ほか 
愛 知 県 公 募 公 債 ほ か 
東日本高速道路㈱社債ほか 

 合 計 313,487,543 315,432,182 1,944,639  

  

  

(4)  満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（平成 30年 9 月 30 日現在） 

（単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

 現 金 及 び 預 金 

定 期 預 金 
満期保有目的の債券 

国 債 
政 府 保 証 債 
非政府保証債 
地 方 債 

事 業 債 
譲 渡 性 預 金 

 

74,900,000 
 

6,195,543 
20,393,727 
107,999,004 
25,599,304 

153,299,962 
225,500,000 

 

74,900,000 
 

1,499,639 
3,299,153 
28,899,942 
8,399,784 

16,999,975 
225,500,000 

 

－ 
 

3,697,341 
11,194,574 
46,299,062 
11,499,519 

136,299,987 
－ 

 

－ 
 

998,561 
5,900,000 
32,800,000 
5,700,000 

－ 
－ 

 

－ 
 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 

 合 計 613,887,543 359,498,496 208,990,485 45,398,561 － 

 

 

２.６ 担保提供に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

２.７ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

 

３ 重要な後発事象に関する事項 
 

該当事項はありません。 
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イ 満期保有目的の債券の内訳（平成 30年 9月 30 日現在） 

 （単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 摘    要 

 国 債 

政 府 保 証 債 
非 政 府 保 証 債 
地 方 債 
事 業 債 

6,195,543 

20,393,727 
107,999,004 
25,599,304 
153,299,962 

6,340,130 

20,762,980 
108,929,920 
25,889,200 
153,509,952 

 

 
 
 
 

144,586 

369,252 
930,915 
289,895 
209,989 

 

日本高速道路保有・債務返済機構債ほか 
地方公共団体金融機構債ほか 
愛 知 県 公 募 公 債 ほ か 
東日本高速道路㈱社債ほか 

 合 計 313,487,543 315,432,182 1,944,639  

  

  

(4)  満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（平成 30年 9 月 30 日現在） 

（単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

 現 金 及 び 預 金 

定 期 預 金 
満期保有目的の債券 

国 債 
政 府 保 証 債 
非政府保証債 
地 方 債 

事 業 債 
譲 渡 性 預 金 

 

74,900,000 
 

6,195,543 
20,393,727 
107,999,004 
25,599,304 

153,299,962 
225,500,000 

 

74,900,000 
 

1,499,639 
3,299,153 
28,899,942 
8,399,784 

16,999,975 
225,500,000 

 

－ 
 

3,697,341 
11,194,574 
46,299,062 
11,499,519 

136,299,987 
－ 

 

－ 
 

998,561 
5,900,000 
32,800,000 
5,700,000 

－ 
－ 

 

－ 
 

－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 

 合 計 613,887,543 359,498,496 208,990,485 45,398,561 － 

 

 

２.６ 担保提供に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

２.７ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

 

３ 重要な後発事象に関する事項 
 

該当事項はありません。 
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４ 中間貸借対照表及び中間損益計算書についての勘定相互間の相殺消去等 
 

（ 中 間 貸 借 対 照 表 ） 
平成 30年 9月 30 日現在 

 
（単位 千円） 

科   目 一 般 勘 定 放送番組等有料配信業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

流 動 資 産 合 計 425,434,250 289,917 100,883 △ 7,197,555 418,627,497 

現 金 及 び 預 金 92,021,800 － －  － 92,021,800 

受 信 料 未 収 金 8,510,524 － －  － 8,510,524 

有 価 証 券 284,598,496 － －  － 284,598,496 

番 組 勘 定 20,452,541 － －  － 20,452,541 

前 払 費 用 4,158,881 9,954 －  － 4,168,835 

放送番組等有料配信業務勘定短期貸付金 7,132,302 － － △ 7,132,302 － 

受託業務等勘定短期貸付金 65,253 － － △ 65,253 － 

未 収 金 6,165,173 279,963 100,883  － 6,546,021 

その他の流動資産 2,329,276 － －  － 2,329,276 

固 定 資 産 合 計 566,333,482 － －  － 566,333,482 

有 形 固 定 資 産 426,857,622 － －  － 426,857,622 

建 物 155,371,588 － －  － 155,371,588 

構 築 物 61,278,475 － －  － 61,278,475 

機 械 及 び 装 置 133,367,375 － －  － 133,367,375 

車両及び運搬具 1,339,447 － －  － 1,339,447 

器 具 2,663,627 － －  － 2,663,627 

土 地 48,211,796 － －  － 48,211,796 

建 設 仮 勘 定 24,625,311 － －  － 24,625,311 

無 形 固 定 資 産 15,111,606 － －  － 15,111,606 

無 形 固 定 資 産 15,111,606 － －  － 15,111,606 

出資その他の資産 124,364,252 － －  － 124,364,252 

長期保有有価証券 83,632,412 － －  － 83,632,412 

出 資 10,775,932 － －  － 10,775,932 

長 期 前 払 費 用 99,744 － －  － 99,744 

前 払 年 金 費 用 26,443,611 － －  － 26,443,611 

その他の出資その他の資産 3,412,551 － －  － 3,412,551 

特 定 資 産 合 計 170,756,635 － －  － 170,756,635 

建 設 積 立 資 産 170,756,635 － －  － 170,756,635 

資 産 合 計 1,162,524,367 289,917 100,883 △ 7,197,555 1,155,717,614 
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（単位 千円） 

科   目 一 般 勘 定 放送番組等有料配信業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

流 動 負 債 合 計 233,412,011  7,456,430 100,883 △ 7,197,555 233,771,770 

一般勘定短期借入金 －  7,132,302 65,253 △ 7,197,555 － 

未 払 金 43,306,024  306,606 978  － 43,613,608 

未 払 費 用 27,004,038  － －  － 27,004,038 

未 払 消 費 税 等 6,676,636  17,521 15,820  － 6,709,978 

受 信 料 前 受 金 153,614,292  － －  － 153,614,292 

短期リース債務 837,010  － －  － 837,010 

その他の流動負債 1,974,010  － 18,832  － 1,992,842 

固 定 負 債 合 計 151,904,429  － －  － 151,904,429 

退職給付引当金 116,765,481  － －  － 116,765,481 

役員退任引当金 138,300  － －  － 138,300 

国際催事放送権料引当金 21,711,741  － －  － 21,711,741 

東京オリンピック・パラリン 10,500,000  － －  － 10,500,000 

ピッ ク 関 連費 用 引 当金        

長期リース債務 936,575  － －  － 936,575 

その他の固定負債 1,852,330  － －  － 1,852,330 

負 債 合 計 385,316,440  7,456,430 100,883 △ 7,197,555 385,676,199 

承 継 資 本 163,375  － －  － 163,375 

固定資産充当資本 469,725,362  － －  － 469,725,362 

剰余金（欠損金） 307,319,189 △ 7,166,512 －  － 300,152,676 

純 資 産 合 計 777,207,927 △ 7,166,512 －  － 770,041,414 

負 債 純 資 産 合 計 1,162,524,367  289,917 100,883 △ 7,197,555 1,155,717,614 
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（ 中 間 損 益 計 算 書 ） 

平成 30年 4 月 1 日から 

平成 30年 9月 30 日まで 

 

（単位 千円） 

科   目 一 般 勘 定 放送番組等有料配信業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

経 常 事 業 収 入 367,096,311 1,091,315 720,056 △ 710,320 368,197,362 

受 信 料 361,474,430 － －  － 361,474,430 

交 付 金 収 入 1,780,032 － －  － 1,780,032 

放送番組等有料配信業務収入 － 1,091,315 －  － 1,091,315 
副 次 収 入 3,841,848 － － △ 710,320 3,131,527 

受託業務等収入 － － 720,056  － 720,056 
経 常 事 業 支 出 342,329,844 890,625 589,428 △ 579,692 343,230,205 

国 内 放 送 費 159,252,965 － －  － 159,252,965 

国 際 放 送 費 11,313,448 － －  － 11,313,448 

放送番組等有料配信費 － 805,431 － △ 18,534 786,896 
受 託 業 務 等 費 － － 589,428 △ 560,156 29,272 
契 約 収 納 費 33,443,519 － －  － 33,443,519 

受 信 対 策 費 424,181 － －  － 424,181 

広 報 費 2,352,366 10,547 －  － 2,362,914 

調 査 研 究 費 2,810,369 － －  － 2,810,369 

給 与 56,262,556 44,084 －  － 56,306,641 

退職手当・厚生費 24,714,787 16,794 －  － 24,731,581 

共 通 管 理 費 7,427,851 13,768 － △ 1,002 7,440,617 

減 価 償 却 費 38,227,066 － －  － 38,227,066 

未収受信料欠損償却費 6,100,730 － －  － 6,100,730 

経 常 事 業 収 支 差 金 24,766,466 200,690 130,628 △ 130,628 24,967,156 

経 常 事 業 外 収 入 6,527,931 5 － － 6,527,937 

財 務 収 入 3,409,163 － － － 3,409,163 

雑 収 入 3,118,768 5 －  － 3,118,774 

経 常 事 業 外 支 出 91,477 － － － 91,477 

財 務 費 91,477 － － － 91,477 

経常事業外収支差金 6,436,454 5    －  － 6,436,460 

経 常 収 支 差 金 31,202,920 200,696 130,628 △ 130,628 31,403,617 

特 別 収 入 28,594 － －  － 28,594 

固定資産売却益 28,594 － －  － 28,594 

固定資産受贈益 0 － －  － 0 

特 別 支 出 542,457 － －  － 542,457 

固定資産売却損 8,931 － －  － 8,931 

固定資産除却損 459,848 － －  － 459,848 

その他の特別支出 73,677 － －  － 73,677 

中 間 事 業 収 支 差 金 30,689,057 200,696 130,628 △ 130,628 30,889,754 

 

 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に関する事項 
 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に表示されている科目の金額との関係は、

次表のとおりであります。 

 

 

                           （単位 千円） 

1) 現金及び預金勘定 92,021,800 

2) 預入期間が 3か月を超える定期預金 △ 74,900,000 

3) 取得日から 3 か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券） 8,000,000 

 現金及び現金同等物(1+2+3) 25,121,800 
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５ 中間キャッシュ・フロー計算書に関する事項 
 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に表示されている科目の金額との関係は、

次表のとおりであります。 

 

 

                           （単位 千円） 

1) 現金及び預金勘定 92,021,800 

2) 預入期間が 3か月を超える定期預金 △ 74,900,000 

3) 取得日から 3 か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券） 8,000,000 

 現金及び現金同等物(1+2+3) 25,121,800 
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